
事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

 

作成日：平成 2009 年 2 月 19 日 

担当部・課：経済基盤開発部運輸交通・情報通信第 1課 

１．案件名 

スリランカ 高速道路運営管理プロジェクト 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

高速道路の運営管理能力が定着することを目的に、高速道路の「交通管理」、「点検・維持修

繕」、「料金収受」における高速道路管理庁（Expressway Authority : EA）の体制構築・能力

強化を実施する。 

交通管理とは、道路の安全、円滑な交通の確保のため、交通管制・道路巡回業務を通して、

交通事故・落下物などの異常事態への対応を行う業務である。 

 点検・維持修繕とは、道路を良好で安全な状態に保つため、路面、交通安全施設、構造物、

電力設備等の点検計画の策定・作業の実施、異常発見時の補修計画の策定、補修の実施を行

う業務である。 

 料金収受とは、通行料金の収受、確認、保管を行う業務である。 

  

（２） 協力期間 

2009 年 6 月から 2011 年 8 月まで（27 ヶ月） 

 

（３） 協力総額（日本側） 

日本側 

総費用 2.8 億円（27 ヶ月） 

 

（４） 協力相手先機関 

高速道路管理庁（Expressway Authority：EA） 

EA が公式に設置されるまでは、道路管理庁（Road Development Authority：RDA）内の高速道

路管理ユニット（Expressway Management Unit：EMU） 

 

（５） 国内協力機関 

国土交通省道路局 

 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

（直接裨益者） 

・ EA 本部：50 名程度 

・ EA 事務所（非常警報センター、交通管理事務所、料金所等）：100 名程度 

合計：200 名程度を想定 
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（最終裨益者） 

南部高速道路の利用者及びこれらの物流・人流により裨益を受ける人々。 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

スリランカ国（以下、「ス」国）では、現在、同国初の高速道路となる南部高速道路（Southern 

Expressway：SE）と外郭環状道路（Outer Circular Highway：OCH）を建設中である。SE に関

しては 2011 年供用、OCH に関しては 2013 年供用開始予定である。そのためス国では、高速道

路の運営管理を実施する組織として高速道路管理庁（Expressway Authority：EA）を設置す

る計画である。2009 年 6 月に EA 設置法の国会承認、その後、設立準備期間を経て EA の業務

開始を目標としている。EA が設置されるまでの期間は、高速道路の建設、国道の建設・管理

を担当とする道路開発庁（Road Development Authority：RDA）のもとに高速道路管理ユニッ

ト：Expressway Management Unit：EMU）を設置し、高速道路の運営管理の準備を実施してい

るところである。 

こうした背景の中で、高速道路の供用開始までに EAの運営管理体制を整備する必要があり、

EA の組織体制の構築および高速道路の運営管理に必要となる能力向上に資する協力要請がス

国政府よりあった。 

本プロジェクトが対象とする南部高速道路、総延長 126km の内、67km を円借款で建設中で

あり、それ以外はアジア開発銀行（ADB）の借款で建設中である。本件協力を行うことは、新

JICA 事業の 2 スキーム（円借款と技プロ）の連携に資することとなり、円借款事業による高

速道路インフラ整備完了後の、運営管理に係る技術移転を技術協力プロジェクトにより実施

することにより、ハード・ソフト両面の整備を一元的に実施することとなる。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

ス国では、長期国家開発戦略「マヒンダ・チンタナ（2006～2016）」において、総括的方針

として、「国内全域へのアクセシビリティの提供と、旅客と物資輸送に係る高品質の道路ネッ

トワークの確保」を前提としている。この中で戦略と活動として、「高速道路のリハビリテー

ションと維持管理」に優先順位を高く設定している。またプログラム・プロジェクトの観点

から、南部高速道路、外郭環状道路を含む高速道路開発が地域間高速道路として優先的に提

案されている。 

また道路セクターの開発戦略の中で、高速道路の運営管理を実施する組織として高速道路

管理庁（Expressway Authority：EA）を設置する計画であり、EA 法は 2009 年 6 月国会承認に

向け進捗中であり、この作業は南部高速道路の供用開始に向けて最優先課題として取組まれ

ている。 

 

（３） 我が国援助政策との関連 

我が国の対スリランカ援助政策の中の援助重点分野として、「国造り」のための支援として、

地方と都市圏を結ぶ道路等インフラの復旧・改善が優先的な課題であると指摘しており、具

体的には「国全体のネットワーク整備の一環として、北・東部と南部を有機的に連結した基
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幹交通網の整備を図る必要があり、これらの課題を解決するための制度面での様々な制約を

克服するための制度改革を支援することが同時に必要である。」としている。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

[目標] 

EA に高速道路の運営管理能力が定着する。 

[指標] 

1. 高速道路管理庁（EA）は、交通事故、落下物等の異常事態時に、規定する時間内に現場

に急行し、処理を講じることができる。 

2. EA は、適切な点検・維持修繕が実施できる。 

3. EA は、料金の収受、確認、保管、送金ができる。 

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

[目標] 

ス国の道路輸送能力が向上する。 

[指標] 

主要都市を結ぶ区間の自動車移動時間が、短縮する。 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

① アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

交通管理、点検・維持修繕、料金収受に係る EA の組織体制が構築される。 

（活動） 

1. プロジェクトの詳細計画を作成する。 

2. RDA により提案された EA の組織案および各組織の業務内容について見直しを行う。 

3. EA の組織を構築する。 

4. EA の各組織の業務内容を構築する。 

5. EA の人員配置を構築する。 

（指標） 

1. EA の交通管理、点検・維持修繕、料金収受のための組織が設置される。 

2. EA の交通管理、点検・維持修繕、料金収受のための各組織の業務内容が適切に分担さ

れる。 

3. EA の交通管理、点検・維持修繕、料金収受のための各組織に適切な人員が割り当てら

れる。 

 

② アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

EA 職員の交通管理、点検・維持修繕、料金収受の能力が定着される。 
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（活動） 

1. 総括的な運営・維持管理訓練が実施される。 

2. 以下に係る交通管理マニュアルを作成する。 

‐交通流を妨げる出来事の処理 

‐情報の収集・処理・提供等 

3. 点検・維持修繕に係る仕様書/基準/マニュアルを見直す。 

4. 料金収受マニュアルを作成する。 

‐料金収受、確認、保管、送金等 

5. EA に対して交通管理訓練を行う。 

‐交通流を妨げる出来事の処理 

‐情報の収集・処理・提供等 

6. EA に対して点検・維持修繕訓練を行う。 

7. EA に対して料金収受訓練を行う。 

‐料金収受、確認、保管、送金等 

（指標） 

1. 総括的な運営・維持管理訓練が実施される。 

2. 交通管理マニュアル、点検・維持修繕及び料金収受仕様書/基準/マニュアルが作成さ

れる。 

3. マニュアルを活用した、交通管理、点検・維持修繕及び料金収受訓練が実施される。

 

③ アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

高速道路供用後、EA によって、交通管理、点検・維持修繕、料金収受が実施される。 

（活動） 

1. EA に対して供用前に交通管理に係る実施シミュレーション訓練及び供用後のフォロ

ーアップ訓練を行う。 

2. EA に対して供用前に点検・維持修繕に係る実施シミュレーション訓練及び供用後のフ

ォローアップ訓練を行う。 

3. EA に対して供用前に料金収受に係る実施シミュレーション訓練及び供用後のフォロ

ーアップ訓練を行う。 

4. EA 組織、及び交通管理、点検・維持修繕、料金収受に関する仕様書/基準/マニュアル

を見直す。 

（指標） 

1. 高速道路供用前後に、交通管理、点検・維持修繕及び料金収受に係る OJT 訓練が実施

される。 

2. EA 組織、及び交通管理、点検・維持修繕、料金収受に関する仕様書/基準/マニュアル

が見直される。 

 

（３） 投入（インプット） 
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① 日本側（総額 2.8 億円） 

1) 長期専門家 2分野（道路交通全般、交通運営） 

2) 短期専門家 5分野（交通管理、点検、維持、料金収受、施設） 

3) 供与機材（基本的に想定なし） 

4) 研修員受入（高速道路全般、交通管理、点検・維持修繕、料金収受） 

研修に必要となる機材、その他 

② ス国側 

1) カウンターパートの配置（新規プロジェクト専属 5名） 

2) 施設・土地手配（日本側の各専門家用の執務室、その他必要なスペース） 

3) 予算措置（プロジェクト実施に必要な経費等） 

その他 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

上位目標達成のための外部条件 

・ｽﾘﾗﾝｶ国の高速道路建設ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに変更がない。  

・EA および関連する機関が適切な運営管理を持続する。 

・ｽﾘﾗﾝｶ国より、EA および関連する機関に十分な予算が割り当てられる。 

プロジェクト目標達成のための外部条件 

・交通管理、点検・維持修繕、料金収受に必要となる施設、設備、機械、道具が用意され

る。 

・RDA によって、関連する組織（警察、救急・消防・救助（AFR）等）の能力強化が実施さ

れる。 

・RDA によって、点検・維持修繕を行う外部委託先に対して、適切な研修、指導が実施され

る。 

・供用までに国民の意識向上ｷｬﾝﾍﾟｰﾝが実施される。 

・ﾚｽﾄｴﾘｱの運営管理体系が準備される。 

・ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙの運営管理体系が整備される。 

成果達成のための外部条件 

・「ス」国によって、EA の設置に必要となる制度等の整備が行われる。 

・RDA によって、交通管理、点検・維持修繕、料金収受のための EA と関連する機関（警察、

AFR 等）のﾌﾚｰﾑﾜｰｸが設置される。 

・警察と AFR が EAC と PPs にﾌﾙﾀｲﾑ職員を出向させる。 

・ﾗｼﾞｵやｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等による道路情報の提供手法が開発される。 

・点検・維持修繕に関する外部委託先調査が実施される。 

・点検・維持修繕の仕様書・基準・マニュアル案が作成される。 

・点検・維持修繕委託先が選定される。 

・料金収受ｼｽﾃﾑ、料金水準の検討、それらの仕様書・基準・ﾏﾆｭｱﾙが作成される。 

・RDA によって、料金水準が決定される。 

・SE が 2011 年中頃までに供用する。 
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５．評価 5項目による評価結果 

（１）妥当性 

 この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・ 「ス」国は、国内輸送の大半を道路に依存している。将来的には地方とコロンボ首都 圏

を結ぶ高速道路網整備が計画されており、これらの高速道路の維持管理を効率的に行うこ

とは、安全性・定時性の確保による、一般住民及び国内産業物流の利便性に貢献すること

が期待されている。 

・ 「ス」国の長期国家開発計画（2006～2016 年）の総括的方針としては「国内全域へのアク

セシビリティの提供と、旅客の物資輸送に係る高品質の道路ネットワークの確保」を前提

とし、戦略活動として「高速道路のリハビリテーションと維持管理」に優先順位を高く設

定している。 

・ これまで当該分野に関しては、2006 年から 2009 年にかけてノルウェー政府の支援により

コンサルティングサービスが実施され、その成果として高速道路管理庁（EA）設立が達成

されようとしているが、組織体制等については十分に議論されているとは言い難く、自助

努力に委ねられている。「ス」国側には一般道路の管理についての知見はあるものの、高

速道路の運営管理を自助努力により実施していくことは困難である。 

・ 日本の高速道路の運営・維持管理に関する評価は世界的に高く、また、我が国の対スリラ

ンカ援助政策の重点分野として「国全体のネットワーク整備の一環として、北・東部と南

部を有機的に連結した基幹交通網の整備を図る必要があり、これらの課題を解決するため

の制度面での様々な制約を克服するための制度改革を支援することが同時に必要であ

る。」としている。 

 

（２）有効性 

この案件は以下の理由から有効性が見込める。 

・ 本プロジェクトでは、高速道路の運営管理の主業務となる「交通管理」、「点検・維持修繕」、

「料金収受」の 3項目に対する技術協力を計画している。 

・ プロジェクト目標達成の外部条件となる「必要となる施設・設備等の設置等の設置」は、

円借款あるいは他ドナーの支援により、現在、検討・設計が行われている、また、バスタ

ーミナル、レストエリアの検討も RDA が中心となり鋭意進められている。 

・ 「ス」国初の高速道路を対象としたプロジェクトとなるため、現段階で「ス」国の高速道

路に求められる性能・サービスレベルを明確に設定することは困難である。よって、プロ

ジェクト目標の指標として、異常事態時（事故、落下物等）の規定時間内の処理、適切な

点検・維持修繕の実施、料金の収受・確認・保管・送金としている。 

 

（３）効率性 

 この案件は、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

・ ス国で初の高速道路供用を 2011 年 3 月を予定しているため、本プロジェクトの活動を実

施し、成果をおさめるためには 2009 年 6 月からのプロジェクト開始は必要不可欠である。
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・ プロジェクトには、高速道路供用後、6 ヶ月間のフォローアップ訓練を予定しており、供

用前の成果の検証を行う体制としているため、効率的な能力の定着が図れる。  

・ 投入規模は、４（３）に示すとおり、2分野の長期専門家、5分野の短期専門家、および 4

テーマの本邦研修を適宜投入・実施する予定である。 

 

（４）インパクト 

 この案件のインパクトは以下のように予測できる。 

・ 2001 年に実施された、南部高速道路の 2015 年の交通量予測によると、30,000 台/日程度

の交通量が見込まれており、高速道路の整備および本プロジェクトによる運営管理の技術

支援が実施されることにより、国内道路輸送能力向上に大きく貢献する。 

・ EA により、高速道路の適切な運営維持管理が実施されることにより、円滑な車両の移動が

確保されることにより、廃棄ガスの低減効果が期待される。 

・ 「ス」国では、SE 以外に約 300km の高速道路の整備が検討されており、それらの運営管理

も EA が実施する方向であるため、本プロジェクトの波及効果が期待される。 

 

（５）自立発展性 

 以下のことから、本案件による効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続される

見込みである。 

・ 本プロジェクトの対象とする高速道路運営管理は、ス国の長期国家開発戦略の優先課題で

ある高品質の道路ネットワークの確保に直接関わるものであるため、政府による十分な支

援体制が期待される。 

・ 南部高速道路の供用 6ヶ月前には、EA にフルスタッフ（200 名程度と想定）の配属が予定

されているため、本プロジェクトにおいて、作成した基準類等を用いて EA 全職員に対す

る運営維持管理の技術指導を実施することが可能である。 

・ 本プロジェクトは、組織体制の構築から支援するため EA における人材育成の観点を踏ま

え、組織を整備することが可能となる。 

 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

負の影響は無い。 

 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

「東ティモール国 道路維持管理能力向上プロジェクト」、「ボリビア国 主要国道道路災害予

防調査」、「ケニア国 道路維持管理システム整備計画調査」等に共通する教訓は以下 2 点であ

る。 

・基準類は作成後の活用、状況に応じた更新が必要となる。 

・プロジェクト終了後も継続的に人材育成ができる組織の構築が必要である。 
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８．今後の評価計画 

評価スケジュール 

・終了時評価：プロジェクト終了の半年前 

・事後評価：プロジェクト終了後 3年後 
 


